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９
月
２６
日
、
危
険
な
安
倍
内
閣

が
発
足
。
こ
の
日
の
井
上
さ
と
し

参
院
議
員
・
国
対
委
員
長
の
超
多

忙
な
一
日
を
紹
介
し
ま
す
。  

９
月
２７
日
、
党
静
岡
県
委
員
会

は
、
金
融
庁
と
厚
生
労
働
省
交
渉
を

行
い
ま
し
た
。
こ
れ
に
は
、
井
上
参

院
議
員
、
佐
々
木
衆
院
議
員
、
瀬
古

元
衆
院
議
員
、
平
賀
参
院
候
補
、
小

黒
浜
松
市
議
、
落
合
浜
松
市
議
候
補
、

河
瀬
幸
代
、
寺
尾
昭
県
議
候
補
ら
が

参
加
し
ま
し
た
。 

  

金
融
庁
交
渉
で
は
、
政
府
と
自
民

党
が
ま
と
め
た
案
に
あ
る
、
期
限
付

き
で
高
金
利
を
認
め
る
特
例
措
置
や

利
息
制
限
法
に
お
け
る
上
限
金
利
の

事
実
上
の
引
き
上
げ
を
や
め
、
債
務

者
保
護
を
徹
底
す
る
立
場
か
ら
、
一

切
の
特
例
措
置
を
認
め
な
い
よ
う
強

く
求
め
ま
し
た
。 

   

施
行
か
ら
５
ヵ
月
が
経
過
し
、
本

格
実
施
が
１０
月
に
せ
ま
っ
た
障
害

者
自
立
支
援
法
は
、
障
害
者
・
家
族

や
関
係
事
業
者
に
と
っ
て
死
活
に
か

か
わ
る
問
題
点
が
浮
か
び
上
が
っ
て

い
ま
す
。
障
害
が
重
い
ほ
ど
負
担
が

重
く
な
る
「
応
益
負
担
」
の
導
入
で
、

施
設
を
利
用
で
き
な
い
人
も
生
ま
れ

て
い
る
た
め
、
厚
生
労
働
者
交
渉
で

は
、
根
本
的
な
見
直
し
を
も
と
め
ま

し
た
。 

 

ま
た
、
心
身
障
害
者
扶
養
共
済
年

金
を
収
入
に
認
定
し
な
い
こ
と
を
も

と
め
ま
し
た
。 

 

さ
ら
に
、
障
害
者
区
分
認
定
を
生

活
実
態
に
あ
っ
た
も
の
に
改
善
す
る

こ
と
、
ま
た
、
福
祉
的
な
就
労
の
場

を
制
約
す
る
よ
う
な
こ
と
の
な
い
よ

う
、
あ
く
ま
で
も
本
人
の
希
望
を
尊

重
す
る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。 

8:10 宿舎を出発 

9:00  国会対策委員会 

9:40  参院議員団会議。一言挨拶し、今日の日程等を確認

10:00 本会議(第一ラウンド)。議席指定と、橋本元総理へ

の弔詞朗読。約5分で終了 

10:30 会館に戻り、デスクワーク 

11:30 議員団総会。志位委員長があいさつ 

12:40 雨の中、国民大運動実行委員会のデモ行進を激励。

意気高く行動が始まりました。 

13:00 同実行委員会の院内集会に参加。市田書記局長があ

いさつ 

13:30 本会議(第二ラウンド)。衆院に続いて首班指名の投

票が行われ、安倍総理が選出される 

14:20 市田書記局長らと議員団控室で安倍総理の挨拶まわ

りに応対 

14:50 小泉前総理の挨拶まわりに応対 

14:55 本会議での質問保障へ社民党とともに扇議長に申し

入れ 

15:15 全教の教基法改悪反対署名提出集会であいさつ 

15:30 組閣情報を見ながらデスクワーク 

16:10 新しい内閣について京都新聞の電話取材 

16:40 会館を出て、新幹線で名古屋へ 

19:20 名古屋市港区の演説会場に到着 

20:40 約30分の演説を終え、八田ひろ子前参院議員、山口

市議、かのう県議候補とともにアピール 

23:20 東京の宿舎に到着 

名古屋市港区の演説会〈２６日〉 金融庁交渉する井上、瀬古、ひらがの

各氏と党静岡県委員会の代表〈27日〉

 

 ２７日、佐々木憲昭議員は、全商連の代表と一緒に、

自主共済問題で金融庁交渉をおこないました。改定保険

業法は、ニセ共済などの被害を防ぐことを目的に施行さ

れましたが、同時に健全に運営している自主的な共済の

多くも、政省令によって対象とされ、保険会社になるか

少額短期保険業者になるかの選択を迫られています。  

全商連共済は、あくまでも会員の相互扶助を目的とし

ておこなわれているもので、もともと保険業法を適用す

べきものではなく、内容からみても、保険業法の対象外のものです。金融庁は、「申

し入れの趣旨を踏まえて検討していきたい」と答えました。 


